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大刀洗町地域おこし研究員 山田貴裕

地域現場に住み込み「地⽅創⽣の実践＋研究開発」
はじめに︓私の⽴場と研究原点

「町の企業にもまちづくりに参加して欲しい。」
この想いが、私の研究の原点である。 
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町⺠参加のまちづくりを積極的に推進し、対
話を通じて町⺠と共に実践する⼤⼑洗町で

地域おこし研究員として実践的研究
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「地⽅都市＋中枢都市」に隣接する周辺地域
研究焦点︓地⽅の「郊外地域」の「進出企業」
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「郊外地域」 の 就業者の流出 と
「郊外進出企業」 の 地縁のない ≒ 地域資源の活⽤× の 課題へ焦点

隣接する市町村
研究焦点

郊外進出企業
地⽅都市・中枢都市

地縁のある企業

✔ 郊外地域（ベットタウン）の特徴
①⼦育⽀援などの充実した⽣活環境○
②地域資源を活かすコミュニティ醸成○
③就業者の流出（若年層(15-34歳))

✔ 郊外進出企業の特徴
①経営合理的な理由で、
企業⽴地、企業移転や企業進出
②地縁のない≒地域資源の活⽤×
（地域コミュニティに属さない企業） 「地⽅都市の郊外地域の特徴」

（髙⾒具広（2016）『若者の地域定着・還流のための「働く場」の問題 』より筆者作成）
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隣接する市町村
研究焦点

郊外進出企業 地域資源

✔ 郊外地域へ担い⼿・資源の創出
（「住⺠」＋「⾃治体」 ）＋「企業」
＝地域の経済主体の相互補完的な関係
▶地域活⼒の増加と新たな資源創出

✔ 地域貢献活動の相互の活性化
⼤企業や特定業種が⾏うCSR活動○
地場企業やファミリービジネスによる貢献○
▶郊外進出企業も実施可能か︖

郊外進出企業の地域貢献活動による可能性
背景︓郊外地域と企業の相互補完
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①郊外進出企業
・⼀定数あり
（⽴地/移転）
・⽐較的規模○
②⽀援組織
・極めて少ない
(商⼯団体など)参考:奥村昭博,加護野忠男.(2016).『⽇本のファミリービジネス-その永続性を探る-』

⼀般社団法⼈⽇本経済団体連合会.(2007).『ＣＳＲ時代の社会貢献活動』

経営合理的な郊外進出企業による地域貢献活動に着⽬し、
地域資源の利⽤を促すことで、担い⼿・資源の創出する⽅法の検証

ヒト・モノ・カネ・情報+
地域貢献活動

新たな資源
ヒト・モノ・カネ・情報
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郊外進出企業を対象とした地域貢献活動の促進プログラムの開発 
- 研究設計 （p5-6.）
研究⽬的と詳細な研究プロセス
- 要件調査①
- 要件調査②
- 調査設計
- 開発実装
- 結果分析
- 考察結論

⽬次
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地域貢献活動の促進プログラムの設計と開発 
研究⽬的

【研究⽬的】

郊外進出企業による
地域貢献活動を促進するための、
プログラム(⼯程・計画)を設計し、
実装の可能性を明らかにする
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調査①
（実態調査）

調査②
（促進⽅法の調査）

プログラム開発

「調査①」「調査②」「プログラム開発」「検証考察」
促進プログラム開発の詳細なプロセス

l意識調査 （93社/204社）
l資料分析（先⾏事例調査）

l地域貢献活動の実施
（農業⽀援/地産地消/育児⽀援 ）
l結果の整理・知⾒の抽出
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【開発⼿順】

l⼤⼑洗町で実装
l実践活動
（職業体験/コミュニティ/他）

結果①
プログラム設計

結果①・②

【検証1】 プログラムにより促進されたか。
【検証2】 プログラムは持続可能性があるか。 
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結果②

プログラムの要件抽出

［郊外進出企業］
特性・条件の抽出

［地域貢献活動］
実施のため知⾒・流れの抽出



大刀洗町地域おこし研究員 山田貴裕 7

郊外進出企業を対象とした地域貢献活動の促進プログラムの開発 
- 背景⽬的
- 要件調査① （p8-12.）
プログラム開発のための要件の調査①と得られた条件
- 要件調査②
- 調査設計
- 開発実装
- 結果分析
- 考察結論

⽬次
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地域貢献活動の促進プログラムの設計のため要件調査
調査① 郊外進出企業の実態調査の⽬的

【調査① 郊外進出企業の実態調査の⽬的】
促進プログラム(⼯程・計画)を設計のため、
郊外進出企業の実態と取巻環境を明らかにする
✔ 「郊外進出企業」の定義の不⾜
a-1.国税庁法⼈番号公表⼀覧と現地の運営実態の確認
a-2.地域資源（ヒト・モノ・カネ）の活⽤状況の確認
✔ 「郊外進出企業」の取巻環境の理解不⾜
b-1.地域との接点状況の確認
b-2.⽀援組織や所属コミニティの有無の確認
✔ 「郊外進出企業」の「地域貢献活動」のニーズの理解不⾜
c-1.地域貢献活動の意欲度の確認
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郊外進出企業の実態調査による実像の理解と条件の整理
調査①と得られた結果①

調査①
（実態調査）

調査②
（促進⽅法の調査）

プログラム開発

l意識調査 （93社/204社）
l資料分析（先⾏事例調査）

l地域貢献活動の実施
（農業⽀援/地産地消/育児⽀援 ）
l結果の整理・知⾒の抽出
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【開発⼿順】

l⼤⼑洗町で実装
l実践活動
（職業体験/コミュニティ/他）

結果①
プログラム設計

結果①・②

【検証1】 プログラムにより促進されたか。
【検証2】 プログラムは持続可能性があるか。 
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結果②

プログラムの要件抽出

［郊外進出企業］
特性・条件の抽出

［地域貢献活動］
実施のため知⾒・流れの抽出
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12%

23%

12% 29%

24%

53%

事業規模別の意欲度の割合

0~9 10~29 30~49 50~99 100~

結果① a-1,b-1,c 郊外進出企業へ現地調査・インタビュー調査
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本社機能なし
総務、⼈事、経理などの

決裁機能がない

研究対象の郊外進出企業の現地にて実態調査を実施、分析と調査結果の整理

無し
67%

有り
33%

地域との接点の割合

郊外進出企業の現状の洗い出しと意欲度の確認

⽐較的に規模⼤きい企業
地域貢献活動に意欲はあ
るが、実施できていない

接点なし
地域コミュニティに属してな

く、地域へ関⼼が不⾜

登録なし
65%

登録あり
35%

本店⼜は主たる事務所の割合

80%以上
企業⽴地や移転N=204/319

（登記上の申請数） N=93 N=17従業員数
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結果① a-2 郊外進出する事務所、⼯場、⽀社を対象とした資料分析
郊外進出企業の特徴の整理

町外からの企業⽴地や誘致企業
町外から移転企業や⽴地する⼯場・⽀社は、
町外を主軸に企業活動を⾏う企業⾵⼟あり

就労者の過半数以上は中⼩企業
郊外進出企業は町外からの就労者の割合が
⾼い可能性があり、新たな担い⼿の可能性

【郊外進出企業】⾼速道路IC付近に⼀定の産業集積地へ進出あり

15%

85%

60%

40%
企業規模の⽐率と就労者割合

⼩規模事業者

中⼩企業

運輸業・倉庫業

製造業

11

町内事業者の所在地と校区ごとに⾊分
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結果① b-2 所属コミニティや⽀援組織の有無と得られた要件
郊外進出企業を取巻環境と要件抽出
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企業の所属コミニティや⽀援機関の不⾜
-商⼯会議所、⾦融機間、JAは町外にある
-商⼯会(⼩規模)や誘致会のみしかない

⽀援組織やコミニティの実態を確認、調査①の得られた結果から要件抽出
【得られた結果①から要件抽出】

✔ 「郊外進出企業」
条件(i): 本店⼜は主たる事務所の所

在地を町外に有しており、⼤⼑洗町出
⾝者の就業者の割合が少ない可能性

✔ 「取り巻く環境」、「地域貢献活動」
条件(ii):経営合理的な郊外進出企

業は、町外での企業活動が主軸であ
り、地域貢献活動に対して、意欲はあ
るものの、実施ができていないこと
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郊外進出企業を対象とした地域貢献活動の促進プログラムの開発 
- 背景⽬的
- 要件調査①
- 要件調査② （p14-20.）
プログラム開発のための要件の調査②とフェーズごとの知⾒
- 調査設計
- 開発実装
- 結果分析
- 考察結論

⽬次
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プログラム開発のために参照した「ステークホルダー・ワーク」
プログラムの設計のため先⾏研究の参照
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フェ-ズ１ フェ-ズ２ フェ-ズ３ フェ-ズ４
価値創造プロセス
Value Creation 
Premises

企業活動
Activities Premise

提携・連携
Alignment Premise

相互作⽤
Interaction Premise

相互利益
Reciprocity Premise

ステークホルダー・
ワーク
Stakeholder Work

認知
Stakeholder 
Awareness Work

特定
Stakeholder 
Identification Work

理解
Stakeholder 
Understanding Work

優先順位付け
Stakeholder
Prioritization Work

ステークホルダーと
の関係構築の流れ

潜在的なステークホルダー
に関⼼を向け、 重要なス
テークホルダーを識別する

ステークホルダーを選定し、
価値創造するの企業活動
を実施する

企業活動に付加価値を
与えるため、ステークホル
ダーとの関係理解を深める

重要なステークホルダーを
特定し、価値創造のための
優先順位を決める

フェーズ５︓エンゲージメント Stakeholder Engagement Work︓組織として活動を実施

郊外進出企業による地域貢献活動を促進するために、ステークホルダーとの関係を企業活動と
して、価値創造を結びつける過程を参照し、地域社会と連携するプログラムとして活⽤した。 

「企業活動によるステークホルダーとの関係構築の流れ」
（Mitchell & Lee(2019) 『The Cambridge Handbook of Stakeholder Theory』,pp51-60.より筆者作成）

企業活動を経済的側⾯と社会的側⾯の両⾯から捉えるフレームワーク
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地域貢献活動の促進プログラムの設計のための要件 
調査② 地域貢献活動を促進するための調査の⽬的

【調査② 地域貢献活動を促進するための調査の⽬的】
促進プログラム(⼯程・計画)を設計のため、郊外進出企業に
よる地域貢献活動をフェーズごとの内容を明らかにする
✔ フェーズ1
1.企業活動を通してステークホルダーの認知の確認
✔ フェーズ2
2.提携・連携を実施しながらステークホルダーの特定の確認
✔ フェーズ３
3.企業とステークホルダーの相互作⽤の理解の確認
✔ フェーズ４から５
4. ステークホルダーと相互利益となる関係を構築しながら、価値創造の確認
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郊外進出企業の地域貢献活動の実施のための知⾒と流れの整理
調査②と得られた結果②

調査①
（実態調査）

調査②
（促進⽅法の調査）

プログラム開発

l意識調査 （93社/204社）
l資料分析（先⾏事例調査）

l地域貢献活動の実施
（農業⽀援/地産地消/育児⽀援 ）
l結果の整理・知⾒の抽出
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【開発⼿順】

l⼤⼑洗町で実装
l実践活動
（職業体験/コミュニティ/他）

結果①
プログラム設計

結果①・②

【検証1】 プログラムにより促進されたか。
【検証2】 プログラムは持続可能性があるか。 
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結果②

プログラムの要件抽出

［郊外進出企業］
特性・条件の抽出

［地域貢献活動］
実施のため知⾒・流れの抽出
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まちづくり基本計画の体系図（⼤⼑洗町役場（2019）
 『第5次⼤⼑洗町総合計画』,p32,33.より引⽤ ）

まちづくり⽅針を担う⼤⼑洗町総合計画と企業の地域貢献の定義
まちづくりと地域貢献活動の整理
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＜①経済の振興に関する活動＞ 
地場産業の活性化/商店街の活性化 
特産品や農⽔産物など地域資源の活⽤ 
創業⽀援や他企業の経営⽀援/その他 

＜③教育に関する活動＞ 
経済・⾦融・消費者教育/起業家教育 
職場体験・インターンシップの受け⼊れ
その他
 
＜⑤治安･安全･防災に関する活動＞ 
防犯活動/交通安全活動/消防・防災活動
その他 

＜② ⽂化・環境に関する活動＞ 
祭りや伝統⾏事の開催や維持 
地域における⽂化やスポーツの振興 
地域の美化や緑化/地域の環境保全/その他 

＜④ 雇⽤に関する活動＞ 
⾼齢者・障害者の雇⽤・就業⽀援
ニート・フリーターの雇⽤・就業⽀援 
ホームレス・元受刑者の雇⽤・就業⽀援 
外国⼈労働者の雇⽤・就業⽀援/その他 

＜⑥ 保健・医療・福祉に関する活動＞ 
⾼齢者の⽣活⽀援/障害者の⽣活⽀援 
⽣活困窮者やホームレスの⽀援
⾷の安全確保/育児⽀援

【まちづくりの計画】 【地域貢献活動】

地域貢献の定義（⽵内 (2009 ）
 『⼩企業における地域貢献活動の実態』 ,p3.より引⽤ ）

地域住⺠のまちづくり と 企業の地域貢献活動 は
密接な関連をもち、郊外進出企業も地域社会の役割を担う
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Stage2  無⼈販売所
ふぁみりぃ農園 古賀 / ⽥中

/ ⻑野

まちづくりPoint︓地場産業の活性化・地域資源の活⽤ 
参照したプログラムの有効性の確認
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Stage3  予約販売
宝幸（⼀安/井⼿/藤原）

Stage1  販売場所調査
平⽥ / 中村

企業の課題︓町の新鮮な野菜を働いてる⼈でも買いたい

無⼈販売所
9箇所

直売所・
直売コーナー
4箇所

✔ 地域貢献活動（予約販売）を実施すると、実施企業の活動者の主体性が変化した 
- 地域へ協⼒(販売機会の提供) →  主体的に活動を実施（販売企画・意⾒交換）

【実践から得られた結果（１）】



大刀洗町地域おこし研究員 山田貴裕

Stage2  農業⽀援・活動
ツルク（前間 / 原）

まちづくりPoint︓地場産業の活性化・就業⽀援 
重要な要素として就業者を特定しフェーズの確認
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Stage3  農家雇⽤・PR
ツルク（原 ）

Stage1  町の調査
ツルク（前間 / 原 / ⽯丸 /

猪⼝ / 柴⽥）

企業の課題︓社内の若い⼈たちが⾃発的に活動する⽂化を作りたい

✔ 地域貢献活動を企業活動の⼀環とするために、郊外進出企業の「⼈材育成」を⽤いた
✔ 郊外進出企業の町外からの就業者が実施しても、地域社会と信頼関係を構築した

【実践から得られた結果（２）】
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Stage2 担い⼿と連携
福祉課（⼭村）
協⼒隊（久⽥）

まちづくりPoint︓⾷の提供・育児⽀援・地域資源の活⽤  
地域貢献活動を企業活動とするプログラムの効果
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Stage3  企業と連携
クリエイト・オブ・アグリカル
チャープラン/ツルク/三輪産業

Stage1  こども⾷堂
やひろ⾷道（⼩島/堀江）

企業の課題︓町に地縁が無くても、町でもっと知ってもらいたい

✔ 企業課題と地域課題を整理することで、持続的に地域貢献活動を実施する。
- 企業課題（認知の不⾜） ＋ 地域課題（居場所づくり）▶ 育児⽀援（⼦ども⾷堂）
✔ 企業と地域社会の関係づくりから、新たな地域貢献活動の創出や連携があった。

【実践から得られた結果（３）】
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郊外進出企業を対象とした地域貢献活動の促進プログラムの開発 
- 背景⽬的
- 要件調査①
- 要件調査②
- 設計開発 （p22-23.）
プログラムの要件の抽出し設計しプログラムの開発
- 開発実装
- 結果分析
- 考察結論

⽬次
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郊外進出企業による地域貢献活動を企業活動の⼀環として設計
得られた結果①・②からプログラムの開発

調査①
（実態調査）

調査②
（促進⽅法の調査）

プログラム開発

l意識調査 （93社/204社）
l資料分析（先⾏事例調査）

l地域貢献活動の実施
（農業⽀援/地産地消/育児⽀援 ）
l結果の整理・知⾒の抽出

検
証
考
察

l

参
与
観
察

l

%
&
'
(
)

l

*
&
+
,
-
(

【開発⼿順】

l⼤⼑洗町で実装
l実践活動
（職業体験/コミュニティ/他）

結果①
プログラム設計

結果①・②

【検証1】 プログラムにより促進されたか。
【検証2】 プログラムは持続可能性があるか。 
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結果②

プログラムの要件抽出

［郊外進出企業］
特性・条件の抽出

［地域貢献活動］
実施のため知⾒・流れの抽出
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地域貢献活動の促進プログラムの設計と開発 
プログラムの設計と開発

23

【研究⽬的】郊外進出する企業による地域貢献活動を促進するための、
プログラムを設計し、実装の可能性を明らかにする

【プログラム設計】
フェ-ズ１ フェ-ズ２ フェ-ズ３ フェ-ズ４

価値創造プロミス 企業活動 提携・連携 相互作⽤ 相互利益
フェーズ概要 地域課題の「移住

施策」と企業課題の
「⼈⼿不⾜」の解決
を同時に⽬指すこと

「⼈材育成」の課題
の解決を⽬指すこと

役割分担や協働活
動を⽣み出す場を創
出すること

新たな地域貢献活
動や協働・協業の創
出すること

【プログラム開発】 フェーズ５︓フェーズ１から4を繰り返すこと

仕事募集 仕事体験 コミュニティ 新たな創出

フェーズ１から４の促進プログラムを戻る



大刀洗町地域おこし研究員 山田貴裕 24

郊外進出企業を対象とした地域貢献活動の促進プログラムの開発 
- 背景⽬的
- 要件調査①
- 要件調査②
- 設計開発
- 開発実装（p25-28.）
開発したプログラムを⼤⼑町にて実装し、フェーズごと確認
- 結果分析
- 考察結論

⽬次
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企業活動を通してステークホルダーの認知の確認 
促進プログラム フェーズ１︓仕事募集の結果
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✔ 地域課題の「移住施策」と企業課題の「⼈⼿不⾜」の解決を⽬指す仕事募集
-求⼈掲載合計 33求⼈（20社）, 就職希望者数 (就業者) 12名（5名）

【実装から得られた直接的な結果︓フェーズ1】
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提携・連携を実施しながらステークホルダーを特定の確認 

✔ 「⼈材育成」の課題の解決を⽬指す、仕事体験・⾒学の開催
-延べ40⼈以上の参加、述べ9社の協⼒企業・団体、述べ20⼈のボランティア

【実装から得られた直接的な結果︓フェーズ２】

促進プログラム フェーズ２︓仕事体験の結果
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企業と地域社会ステークホルダーとの相互作⽤を理解の確認 

✔ 協⼒企業と地域団体・住⺠のコミュニティの創出し、また、フォーラムでの発信
-述べ11社、延べ15名の参加、また、フォーラムで延べ30名以上の参加

【実装から得られた直接的な結果︓フェーズ3】

促進プログラム フェーズ３︓コミュニティの結果
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ステークホルダーと相互利益となる関係を構築し、価値創造

✔ 新たな地域貢献活動や協働関係が⽣まれ、企業と企業、企業と地域社会
団体との資源連携した。その結果、フェーズ1から4を繰り返すことが確認できた。

【実装から得られた直接的な結果︓フェーズ4から5】

促進プログラム フェーズ４から５︓活動の確認

28
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郊外進出企業を対象とした地域貢献活動の促進プログラムの開発 
⽬次

- 背景⽬的
- 要件調査①
- 要件調査②
- 設計開発
- 開発実装
- 結果分析 （p30-35.）
検証 プログラムの有効性、持続可能性の確認
- 考察結論
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プログラムを通して地域貢献活動の促進の有無と課題の抽出
検証結果の分析

調査①
（実態調査）

調査②
（促進⽅法の調査）

プログラム開発

l意識調査 （93社/204社）
l資料分析（先⾏事例調査）

l地域貢献活動の実施
（農業⽀援/地産地消/育児⽀援 ）
l結果の整理・知⾒の抽出

検
証
考
察

l

参
与
観
察

l

%
&
'
(
)

l

*
&
+
,
-
(

【開発⼿順】

l⼤⼑洗町で実装
l実践活動
（職業体験/コミュニティ/他）

結果①
プログラム設計

結果①・②

【検証1】 プログラムにより促進されたか。
【検証2】 プログラムは持続可能性があるか。 
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結果②

プログラムの要件抽出

［郊外進出企業］
特性・条件の抽出

［地域貢献活動］
実施のため知⾒・流れの抽出
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フェ-ズ１ フェ-ズ２ フェ-ズ３ フェ-ズ４
価値創造プロミス 企業活動 提携・連携 相互作⽤ 相互利益
フェーズ概要 地域課題の「移住

施策」と企業課題の
「⼈⼿不⾜」の解決
を同時に実施

「⼈材育成」の課題
の解決を⽬的に実施

役割分担や協働活
動を⽣み出す場を創
出を実施 

新たな地域貢献活
動や協働・協業の創
出

実装した促進プログラムの実装による参与観察
【検証1】︓直接的結果から有効性の確認

✔ 郊外進出企業による地域貢献活動の促進プログラムの導⼊により、企業活
動の⼀環として地域貢献活動が実施され、新たな創出があり、有効性の確認

仕事募集 仕事体験 コミュニティ 新たな創出

フェーズ５︓フェーズ１からフェーズ4を繰り返す
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【プログラム実装】
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フェーズ2、フェーズ3の実施企業にアンケート調査から分析
Q:今後の社会活動・ボランティア活動について、
次の中からあてはまるもの１つだけご選択ください。

⾏政と地域社会と企業の連携となる仕掛け
企業が地域貢献活動を持続的に実施するた

めには、地域社会との協働が不可⽋

地域貢献への関⼼と新たな担い⼿
地域貢献活動に取り組む必要性の認識と
地域社会をステークホルダーとして重要視

Q:さらに活発になっていくために、必要な取組は
何だと思いますか。(最⼤３つご選択ください。)

アンケート回答者:21名
実施時期︓2024年3⽉1⽇〜6⽉30⽇
実施⽅法︓Google Formによる質問実施・回収

【検証2】︓資料分析から持続性可能性の確認
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４社に絞った促進プログラムを実施企業の逐語記録から分析①
【検証2】︓インタビュー分析から持続可能性の確認

初期成果（意識）:地域社会を認識し、地域貢献活動の実施へ意欲の変化の確認
中期成果（⾏動）:地域社会での企業の存在感が⾼まり、認知度の向上と地域住⺠や企
業との対話や協⼒を重ね、ステークホルダーとの信頼醸成が進んでいることの確認

カテゴリー フェーズ 逐語記録から抜粋 話者
初期成果
（意識）

フェーズ１
企業活動のため
地域社会をス
テークホルダーとし
て認知 

「第1の理由というのは、元々うちの会社⾃体が広島が本社で、例えば九州の商品を⼀旦広島に荷物を持っていって、それを
詰めて戻してきた。これをなくすためにこの九州事業部ができて、この九州事業部は⽴ち上がり⼤⼑洗町っていうものを拠点にし
て、九州全部の野菜を集めようというのが拠点になっているので、そういう意味では、やはりこの⼤⼑洗っていうこの直近の近くで、
隣に茄⼦畑があるんであれば、その茄⼦が欲しいし、隣にオクラ畑のオクラを送れるのが本当はベストだと思いますので、そこを考
えたときに、やっぱり⼀つの接点を持ちたいって思ったのが第⼀ですよね。」

卸売
業者

「例えばうちの会社には若い⼈がいるけど、活躍の場とか発信の場が少ないっていうところがきっかけで、そこで何か⼀緒にできる
ことがないかっていうのが多分スタートのお話だったかなと思うんですね。ただうちの従業員さんがそういう、どういった環境で、そうい
う発信とか、思いを伝えるかっていうとやっぱ本業ではなかなか難しい仕事の上では、やっぱりスキルとか経験も含めて先輩たちよ
り、なかなか発信する⼒もない。そのときにね、仕事じゃない環境。その中でそういったコミュニティを作っていこう。ていうのが最初の
町の若⼿がいないっていうところに着⽬をして、農業体験をやったりだとか、そこから地元の⾷堂にランチに⾏ったり、そういったのが
きっかけでなんか、最初は本当に遊び感覚っていうかね。」

物流
企業

中期成果
（⾏動）

フェーズ２
提携・連携を実
施しながら地域
社会のステークホ
ルダーを特定 

「すごく楽しかったって⾔ってました。外国⼈、あと、何て⾔うんですかね、外国⼈を敬遠してる。ちょっと恥ずかしいみたいな流れ、
この町がちょっと近くなったかなと思うと話しやすく、いいんだみたいな雰囲気は出せたかなと思いましたけどね。なんかちょっと距離
は少し、⼼の距離は少し縮まったのかなと。」

⼯事
業者

「地域の資源から逆に若い⼦たちが⾃分たちなりに発信をしていく、考えて発信していく、こういうことをやれないか。ただね、当
然それがもう発信だけで終わらずちょっとやってみようっていう、それは本当に発信していくかくれたが故に、会社も⼀緒になって予
算が組めたまた予算じゃないけどね、少しずつ。そうそう、だから多分そういうのがなかったらうちが農業事業をやりますっていう会社
として⾔ってることもなかなか難しかったと思います。」

物流
企業
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４社に絞った促進プログラムを実施企業の逐語記録から分析② 
カテゴリー フェーズ 逐語記録から抜粋 話者
中期成果
（⾏動）

フェーズ３
企業と地域社会
の多様なステーク
ホルダーの相互作
⽤を理解 

「その繋がりでいろんな事業者さんを巻き込んで、本当に⼦供⾷堂がスタートですけど、何かもっと⽀援できるようにできたらいい
なって思います。何かその今は20⼈規模のこのこども⾷堂ですけど、定期で、毎回はできないですけど⼀周期とか、そういうときに
は何か地域の皆さんとか事業者さんと繋がれた皆さんと、何か⼦供たちのための何かイベントとかも今後もできたらなって思いま
す。」

飲⾷
店舗

「今後どうやってこれが育っていくのだって、まだ全然答えも結果も⾒えてない状態です。何かの収益を求めてるわけではないです
し、でも、きっとそこに笑顔が⽣まれるだろうなっていう楽しさは、必ずあるはずですから向こうはそれで⼗分なんじゃないかなと思い
ます。」

卸売
業者

最終成果
（状態）

フェーズ４
相互利益となるス
テークホルダーと
関係構築し、価
値創造

「サッカーをやりたいです。サッカーで、スポーツで国際交流しようっていうので、意外とサッカーだったりバレーだったり、野球はあんま
りなんかまだそういうのをスポーツよくする⼦たち多いんですよね。⽇本⼈もやっぱりね、そこそこみんなサッカーできたりとかするので、
そういったところだと⾔葉なしに交流ができて。」

⼯事
業者

「⾷堂を通じて、居場所作り。結局いろんな家庭環境もあるし⾃分たちもできる限界もあるし、⾃分たちのノウハウとかは全然も
う本当に使っていただいて、どんどん増えていくこと。とにかく町内でもうちしかまだやってないんで他の、でも正直飲⾷店さんもやっ
ぱ忙しい中でやるから⼤変だろうから町と連携できたり、他の飲⾷店様です。とかその事業者さんも、町と連携したり企業さんと
連携して、どんどん増えていけばなぁと。それの何か⼿助けは全然厭わなくできますし、しいきたいっすねそういうのができればなと思
います。」

飲⾷
店舗

中期成果（⾏動）:社会的な関係性が形成され、関係性が深化していることが確認できる。
最終成果（状態）:地域へのエンゲージメントが⾼まった結果、新たな地域貢献活動の創出
を⽬指すことや、仕事や協業を通じた相互利益となる関係の萌芽が確認できる。
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【検証2】︓インタビュー分析から持続可能性の確認
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フォーカス・グループ・ディスカッション（町⺠・企業）から分析
【検証2】︓促進プログラムの知⾒の深化と課題

企業側の参加者
プログラ

ムの要件、
⼯夫 

企業同⼠が定期的に集まる場をつくる。
従業員の参加はプログラム設計が必要（時間帯、回数、設定）
まちがこの取り組みやってることを多くの企業経営者が知らなかったので、まずはPRしてほしい。
企業としてのメリットが⾒えれば、参加するのでは︖ 例）若⼿社員の活躍の場が出来る
社内掲⽰で町の情報を発信
企業とまちづくりの事例紹介、町のお祭りで紹介︖

プログラ
ムの効果

働く街を知ることでモチベーションアップ
様々な情報や交流の場をもうけて頂き感謝しています、今後も積極的に参加していきたいと考えております。
社員が社会貢献に携わることによって⾃⼰肯定感が増し、それが本来の仕事に良い影響を及ぼせば良いなと考えています。⽇々の業務に従事しながらでの参加は煩わしいと思う事もあるが出来る範囲で関
わりたいと思っています。

その他の
意⾒

地域と企業が共存し、活躍できる場所や仕組み作りをお願いしたいと思います。
町外から出社する社員向けの施設があると嬉しい（企業保育、病児保育）
海外研修⽣と町のコラボスポーツイベントをしてほしい。
まちづくりとひとづくり（企業と働く⼈を含む）は表裏を⼀体だと思う。どちらかがかけるとどちらかがくずれるかもしれませんが、どちらも真剣に取り組むことの相乗効果があると思います。

町⺠側の参加者
プログラ

ムの要件、
⼯夫 

企業との接点やきっかけの作り⽅がわからない。
ドリーム祭りへの参加︖企業とまちづくりの事例を紹介
⼩学⽣がどのような形で町の企業を研修できるか。
⼤⼑洗広報誌の活⽤（区費を払ってる企業は回覧がある）、社協と連携
企業が地域をフィールド・マーケットとして考え、取り組むことは「3⽅よし」の関係を作れるし、起爆剤ともなる

その他の
意⾒・感
想

⼤⼑洗町に⽣まれ、育ち、そこに「仕事」「収⼊」があれば、さらに⼦を産み育てていくことにつながるのではないかと思います。企業にとっても、町⺠の社員が増えると町内の情報等も取り⼊れやすくなるのか
なぁ...
町の関⼼、町内のどんな会社があるのか、どんな活動をしているのかは興味がある。でも全然知らなかったー。ツルクさんがどのような会社で、職場体験をされていること。やひろ⾷道様の⼦ども⾷堂の活動。⼦
どもたちに達しての活動も知って素晴らしいと思いました。
町として若い⼈が住みやすくて、働ける町づくりを⽬指すべきで、そのための町政作りをどうするかが⼤切です。

郊外進出企業と地域社会による協⼒的なルールを設計するための具体的資料として活⽤でき
る。「促進プログラムの要件・⼯夫」、「プログラムの効果」、「その他意⾒・感想」の3つに分類
ができ、地域社会と企業の連携が強化されることが期待される。 
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郊外進出企業を対象とした地域貢献活動促進プログラムの設計と開発 
⽬次

- 背景⽬的
- 要件調査①
- 要件調査②
- 設計開発
- 開発実装
- 結果分析
- 考察結論（p37-38.）
促進するためのステークホルダーの優先順位と実践的含意
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促進するための重要な要素の特定とステークホルダーの優先順位
促進プログラムの考察

37

【考察】優先順位（促進プログラムの実施するためのステークホルダー）
ステークホルダー 分類 パワー 正当性 緊急性

本社 決定的

強制的パワー
・決定権、請求権
規範的パワー
・事業の着⼿判断への影響⼒

倫理的正当性
・株主、顧客等へ説明責任

地域貢献活動に係る
様々な客観的意⾒

現場責任者 決定的

報酬的パワー
・⼈事評価

認知的正当性
・現場管理の責任
実⽤的正当性
・企業活動として期待をする主体

地域貢献活動を効果やメリットを検討

従業員の
直属上司 権威的

規範的パワー
・各従業員や業務へ影響⼒

実⽤的正当性
・業務負担を整備する主体

-

従業員 依存的 - 実⽤的正当性
・まちづくり活動を実施する主体

⾃⼰のメリットを享受する主体

協働の企業 リスク的 規範的パワー
・事業の社会受容性の影響⼒

- 地位貢献活動を意義や規模を拡⼤す
る存在

顧客 ⾃由裁
量

- 認知的正当性
・サービスや企業へ評価

-

ボランティア・団体
⾃由裁
量

- 倫理的正当性
・社会課題を解決する存在

-

⾏政 休眠的 規範的パワー
・事業の社会受容性の影響⼒

- -

地域住⺠ 要求的 - - 地域貢献活動を求める要望

「ステークホルダーの顕現性モデルよる分類」(Mitchell,Agle and Wood (1997)『Toward a Theory of Stakeholder Identification and Salience』より参照)

⾼

優
先
度

低

重要なステークホルダー「本社・現場責任者」へ、２⾯的な理解とアプローチが必要
郊外進出企業は経営合理的な判断や意思決定 ▶ 地域外

郊外地域の企業市⺠としての役割や活動 ▶ 地域内

・パワー
企業の地域貢献活動の対して、⾃らの意向を

通すために
(i)強制的パワー（⾏為を強制する⼒）
(ii)報酬的パワー（物的・⾦銭的資源を与奪する

⼒）
(iii)規範的パワー（象徴的資源を与奪する⼒）

・正当性
ある主体の企業の地域貢献への関与が、規

範や価値、信念、定義と照らし合わせて適切で
あり、
(i)実⽤的正当性（企業の地域貢献へ関与の有

益性）
(ii)倫理的正当性（企業の地域貢献へ関与が
ルール、や条例、法律に基づく妥当性）
(iii)認知的正当性（企業の地域貢献へ関与の

妥当性）

・緊急性
ある主体の企業の地域貢献に対する要求の、

早急な対応を求める度合いが⾼いこと
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促進プログラムの開発による成果と実践的含意
結論と研究限界

38

【検証1】プログラムにより促進されたか。
A.促進された（有効性あり）
✔ 促進プログラムを通じて、プログラム全体と
フェーズごとに効果を⽰し、新たな地域貢献
活動を創出したことで有効性を⽰した。
（例）①企業間の社員⾒学会、②マイクラのプログラミング教
育、③祭り伝統⾏事の出展、④こども⾷堂へ協賛・参加など

【検証2】プログラムは持続可能性があるか。
A.持続可能性あり
✔ 企業⾏動として企業活動の⼀環として、地
域貢献活動を実施することで可能となる。
✔ 実施するためのステークホルダーの対応の
優先順位を⽰し、持続可能性を⾼めた。

【結論】 【研究限界】
【限界1】展開可能性を未検証
対象地域は、⾃治体や地域住⺠による基本
的な協⼒姿勢がある。特に、まちづくり⽅針と
して対話を通じて⾏政、地域住⺠、各関係者
が⻑年培ってきている。縁もゆかりもない企業
や研究員を迎え⼊れてくれる⼟壌がある。

【限界2】筆者のバイアス
筆者が実践者としてプログラム実装に積極的に
介⼊するアクションリサーチの研究⼿法であり、
筆者の会社経営の経験や専⾨的な資格保
有からの企業体の理解もあり、プログラムの進
展があったことが推察される。 
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「住⺠」と対話を通したまちづくりを実践する福岡県⼤⼑洗町
予備資料︓選定した郊外地域の概要と理由

町内の就労⼈⼝の半数以上が町外から 
町内に働く場も有する⼀⽅で、町外へ

町内の⽣産年齢⼈⼝が流出あり

福岡県の真ん中に位置
-⼤⼑洗から福岡市まで（⾞40分）
久留⽶市（30万⼈規模）まで(⾞25分)

【郊外地域】⼈⼝16,000⼈規模、住⺠の幸福度が⾼く、コミニティ醸成あり

49%51%

町内従業地の就業者の割合

町外から
の就労者

⼤⼑洗町
出⾝者

町外へ

１.6倍
「⼤⼑洗町の概略地図と⼤⼑洗町の位置」

(⼤⼑洗町役場（2019）『第5次⼤⼑洗町総合計画』より筆者作成)
「町内従業地の就業者数の割合」

（総務省（2017）『統計でみる市区町村のすがた 2017』より筆者作成） 
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郊外地域企業のコミュニティや⽀援機関の不⾜  
予備資料︓地域の担い⼿の可能性

42

✔ 郊外地域に企業のコミュニティや⽀援組織が不⾜している
✔ 郊外進出する企業の55%が地域貢献活動を未実施である

郊外進出企業が、地域社会に貢献することで、
 新たな地域の担い⼿になる可能性があるのではないか。

都市圏
⼈⼝規模 20万〜以上

郊外地域
・中⼩都市
・農⼭漁村

⼈⼝規模20万〜以下

商⼯会

商⼯会議所

よろず⽀援拠点 ⽇本政策⾦融公庫

信⽤保証協会

中⼩企業⽀援センター

多

少

未実施
55%

実施
45%

地域貢献活動の取り組み状況  

加⼊と
相関あり
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経営合理的に進出する企業のコミュニティ指向への探索的調査  
予備資料︓本研究の位置付け

43

先⾏研究には、「郊外進出する企業の地域貢献活動」、「それら企業による
地域貢献活動に係る運⽤の提⾔、有効性」を明らかにした研究は極めて少ない

特徴 選択理由

ガバメント・ソリューション ・上層部権限ある
・多⼤なるコストと利便性を⽋く

政策決定として、郊外地域にある企業の選定は、公
平・平等な規則だとそぐわない

マーケット・ソリューション ・需要の有無
・資源の偏った分配 

市場を通じた企業活動に委ねる市場メカニズムによる
経済的決定を通すことは、企業の流出を招く

コミュニティ・ソリューション ・弱さと強さ
・相互編集プロセスと編集者

地域貢献活動へ関⼼と企業活性化の熱意を共有す
る⼈々が⾃発的に集まり、知恵と⼒で意思決定する

✔ 社会的問題を解決する「コミュニティソリューション」によるアプローチに着⽬
✔ 経営合理的に郊外進出した⽀店事務所、⼯場、および店舗による地域貢
献活動の具体的で詳細な分析・考察に基づく事例研究の不⾜


